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平成 24年度は、第3期中期3か年計画(平成23年度～平成25年度)の 2年目として、事

業計画に基づいて、次のとおり取り組みました。 

 

Ⅰ．協会固有課題 

 

１．調査・研究活動 

（１）業務研究会 

「リスク管理」、「国際保険規制」「IFRS（国際財務報告基準）」をテーマに3回

開催し、会員団体等から第1回 49名、第2回 46名、第3回 55名の出席者があ

りました。 

①第1回：「ERMとエコノミック・キャピタル」（4月 26日開催） 

②第2回：「国際保険規制の最近の進展」（8月 7日開催） 

③第3回：「IFRS「保険契約」公開草案と最近の動向」(11月 30日開催) 

（２）共済理論研究会 

平成24年度第1回（5月 14日）および第2回（7月 9日）の研究会では、寄

稿論文（テーマ：共済と保険その同質性と異質性～ⅰ戦略的経営の観点から、ⅱ

危険選択の観点から）の報告を受け、協同組合理論と共済の実践について意見交

換を行いました。 

日本共済協会セミナーにおける協会結成20周年記念講演会として開催された、

第3回研究会（10月 29日）では、「協同組合の潜在能力と発展の可能性」をテー

マに、4名の委員による講演・研究報告・パネルディスカッションを行いました。 

第 4回研究会（１月21日）では、平成23・24年度の研究のまとめとして、4

名の研究報告者と委員による意見交換を行い、その後平成25・26年度の研究内

容・方針等について意見交換を行いました。 

     また、2月 20日に開催された第1回幹事会において、次年度以降の研究会の体

制を決定し、内容・方針等を協議しました。 

（３）国内外の業界動向の把握 

法令改正等に関する業界の動向を把握するため、適宜、生保協会・損保協会等

と情報交換を行いました。 

また、海外の協同組合保険に関する情報収集、および協同組合保険団体等との

連携を深めるために、9月 27～28日に東京で開催されたＩＣＭＩＦの地域協会で

あるＡＯＡ（アジア・オセアニア協会）主催のフォーラム（テーマ：「協同組合

の貢献と強み」）に当協会から4名参加するとともに、「日本の共済事業の現状と

課題」をテーマに基調講演を行いました。 
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２．会員サービス 

（１）共済実務に関する研修会の開催 

①共済団体職員研修会の開催 

共済団体職員の人材育成の支援のための研修として、共済実務に関する基礎的

スキルの向上を目的とした共済団体職員研修会を開催し、共済職員の能力向上

を図りました。延べ120団体 181名が受講しました。 

共済基礎研修会(4月)、生命共済支払査定研修会(6月)、普及推進研修会(7

月)、火災共済支払査定研修会(9 月)、自動車共済支払査定研修会(11 月)、

経理担当者研修会(1月) 

②共済団体の研修会等への支援 

共済団体が実施する研修会等を支援するため、講師派遣を行いました（1回 1

名）。 

（２）実務者情報交換会 

保険法をテーマとし、実務者情報交換会を2月 27日に開催しました。平成24

年度は専門家として嶋寺基弁護士にご参加いただき、「共済と保険」誌の寄稿

論文と連動し保険法への理解をより深め、また会員団体の課題を中心に「保険

法施行後の運用の現状と課題」について情報交換を行いました。 

 

３．広報活動 

（１）日本共済協会セミナーの開催 

協会結成20周年記念事業として10月 29日に「協同組合の潜在能力と発展の

可能性」と題しセミナーを開催し、約250名の参加がありました（Ⅰ1(2)参照）。 

（２）共済協会だより 

会員団体相互の連携強化および情報提供のため、「共済協会だより 春号、秋号」

を発行しました。 

（３）ファクトブック 

主要な共済団体の平成23年度事業概況・活動状況をとりまとめた「日本の共

済事業 ファクトブック2012」(和文・英文)を発行しました。 

（４）英文ニュースレター 

日本共済協会および会員団体の事業活動・社会貢献活動や日本の共済事業を取

り巻く状況などの情報を海外に発信するため、英文ニュースレターを６回発行し

ました。 

（５）マスコミ対応 

マスコミからの取材・問合わせに対して対応し、共済団体の認知度向上に努め

ました。取材・問合せ件数は24件でした。また、マスコミ向けにニュース・リ

リースを8回発行しました。 

また、国際協同組合年等をふまえた新聞広告を9月 27日に、全国紙5紙と地

方紙・ブロック紙18紙に掲載しました。 

（６）ホームページ 
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協会の活動状況、共済相談所活動報告、出版物の発行案内等について、適宜ホ

ームページに掲載し、広く内外に情報提供を行いました。 

また、一般社団法人への移行に伴うホームページのリニューアルの準備をすす

めました。 

 

４．システム機能等の強化 

一般社団法人への移行に伴い、「共済と保険」誌の購読者管理システムおよびホー

ムページシステムの見直しを行いました。 

 

５．その他 

職員の業務知識の習得、スキル向上を図るため、セミナー・研究会・研修会等に

参加しました。 

 

Ⅱ．「共済と保険」誌等の刊行 

 

１．「共済と保険」誌の刊行 

（１）月刊誌「共済と保険」を制作・刊行しました。一般社団法人日本共済協会の発行

する「研究誌」（平成25年 4月以降）とするにあたり、本誌のために原稿を依頼

する「特別寄稿文（論文）」の掲載やよりタイムリーな記事を掲載する等さらに

誌面の充実と改善を図りました。 

（２）「共済保険研究会」の解散（平成25年 3月 31日）に伴い、「共済保険研究会」研

究会費を「共済と保険」誌 定期購読料に変更する事務手続きを行いました。 

（３）会員団体等から選出された委員による「編集委員会」を開催し（6月・9月・12

月・3月）、各委員から出された意見を踏まえ、理論と実務のバランスのとれた

誌面作りを図りました。 

 

２．「共済年鑑」の刊行 

各所管省庁の認可を受けて共済事業を実施している 41 団体の 2011 年度にお

ける事業実績をとりまとめ、「2013 年版 共済年鑑」を刊行しました。 
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Ⅲ．共済相談所の運営 

 

１．専門性の向上と態勢の強化 

（１）審査委員会の態勢整備 

認証ＡＤＲ機関として審査委員会の態勢の充実を図るため、学識経験者の審査委

員を1名増員しました。 

 

（２）長期的人材確保および育成に向けた取組み 

共済相談所の利用者が安心して利用できる環境を整備するため、「共済相談所に

おける長期的要員計画・育成」を策定し、会員団体と調整をしました。 

職員のスキル向上を図るため、紛争案件に関する定期的な部内学習会を実施しま

した。 

また、最近の判例・保険業界動向の把握のためのシンポジウム等への参加、消費

生活専門相談員等の資格取得に向けた全国消費生活相談員協会の研修会への参加、

各企業の顧客対応事例を学ぶための消費者関連専門家会議（ＡＣＡＰ）への参加等

を実施しました。 

 

２．会員団体への支援 

相談所連絡会を3回開催し、相談・苦情内容をフィードバックするとともに、平

成24年度の取組課題の進捗状況の確認および各会員団体の課題の共有化など会員

団体との連携強化を図りました。 

また、会員団体の相談・苦情対応力の向上の支援を図るため、外部講師による講

演会を２回開催しました。 

 

３．ディスクローズの強化 

（１）ホームページでの情報開示 

相談・苦情・紛争解決支援にかかる活動状況をとりまとめた「平成23年度 共済

相談所活動状況について」「平成24年度上半期共済相談所活動状況について」およ

び紛争解決手続きにかかる審査委員会の裁定結果について「審議会における裁定の

概要（平成23年度）」「審議会における裁定の概要（平成24年度上半期）」を作成

し、会員団体に報告するとともに、ホームページに公表しました。 

（２）業務周知活動の取組み 

共済相談所の業務内容を正しく周知し、社会的認知度向上のため作成した「共済

相談所のご案内」を隣接業界や全国消費生活相談員協会等に配付するとともにホー

ムページに掲載しました。 

また、国民生活センター・消費生活センターとの情報連携を図るとともに、全国

消費生活相談員協会や生・損保協会ＡＤＲセンターとの情報交換を実施しました。 

 

４．その他 

平成24年 4月から開始した弁護士法23条照会等法令に基づく照会対応は、171

件受付し、照会内容に応じて会員団体と連携しました。 
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Ⅳ．法制等政策課題 

 

１．公益法人制度改革への対応 

（１）一般社団法人への移行 

平成 24 年 6 月 19 日開催の理事会・通常総会において定款変更（案）および

移行認可申請書提出の了承を受け、7月 6日に電子申請を行いました。その結

果、8月 24日付で公益認定等委員会に当協会の移行認可にかかる諮問がなされ、

8 月 30 日付で内閣総理大臣宛に認可の基準に適合する旨の答申書が交付され、

平成 25 年 3 月 19 日付で一般社団法人としての認可書が内閣総理大臣より交付

されました。これを受け、平成 25 年 4 月 1 日付で新法人としての登記を行いま

した。 

（２）一般社団法人への移行にあたっての整理課題等 

組織運営の見直し、諸規程類の新設・改廃、経理・決算作業の見直し等新法

人移行に向けた準備作業を行いました。 

 

２．法制度の改正動向の把握と対応 

（１）ＡＤＲ関連法 

金融トラブル連絡調整協議会(6月 7日)の検討状況、「金融ＡＤＲ制度のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

に関する有識者会議」（3月 8日）及び法務省の「ＡＤＲ法に関する検討会」の動向

把握を行いました。 

（２）協同組合法および保険業法 

中小企業等協同組合法の改正（平成24年 9月 12日公布、平成26年 4月 1日施行）

により、現在火災共済協同組合のみが行うこととされている火災共済事業を、事業

協同組合においてその他の共済事業と合わせて総合的な共済事業として実施するこ

とが可能となりました。 

なお、他の協同組合法および保険業法の改正動向等についても注視し、対応が必

要な場合には会員団体と連携して取り組んでいます。 

（３）その他共済事業に影響を及ぼす法制等 

共済事業に及ぼす法制等（会計・税務・民法等）の動向について情報収集をすす

め、必要に応じて会員団体と連携して取り組んでいます。 

特定課題検討会として、ＴＰＰにかかる共済事業検討会および大規模災害対策検

討会を開催しました。 

また、ＦＡＴＣＡ（外国口座税務コンプライアンス法）の概要および暴力団排除

条項の導入について会員団体への情報提供を行っています。 
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Ⅴ．その他の取組み 

 

１．日本共済協会結成20周年記念事業 

6月 19日に日本共済協会結成20周年記念祝賀会をホテルニューオータニにおい

て開催し、来賓・役員等147名の出席がありました。 

「日本共済協会20年史」を作成し、祝賀会の参加者へお渡しするとともに、会

員団体・友誼団体・行政関係者等に配布しました。 

10月 29日にＪＡ共済ビル カンファレンスホールにおいて、「平成24年度日本共

済協会セミナー」を日本共済協会結成20周年記念講演会として開催しました（Ⅰ

１(2)参照）。 

また、平成23・24年度における共済理論研究会委員4名による研究成果等を収

録した「日本共済協会 結成20周年・2012国際協同組合年 論文・講演集」を発行

し、記念講演会の出席者をはじめ、会員団体・友誼団体・行政関係者等に配布しま

した。 

 

２．国際協同組合年への対応 

2012国際協同組合年(ＩＹＣ)全国実行委員会の委員として参画するとともに、必

要な取組みをすすめました。 

「平成24年度 日本共済協会セミナー」については、ＩＹＣ全国実行委員会より

後援事業の認定を受けました。 

また、国際協同組合年等を踏まえた新聞広告を掲載しました（Ⅰ３(5)参照）。 

 

以 上 

 






